建築基準法65条と民法234条1項の関係について：最判平成元年9月19日民集43巻8号955頁 by 足立 清人






























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































北　星　論　集（経） 　第 57 巻　第１号（通巻第 72 号）
一考察」熊本商大論集32巻2号192頁が詳しい。
３） 司法省編纂・瀧本誠一校閲『日本民事慣例類
集』（白東社，1932年）268頁を参照。1958（昭
和33）年の改正により，50センチメートルと
された。
４） 甲斐・判評377号40頁。
５） 川島武宜・川井健編『新版 注釈民法（7）』（有
斐閣，2007年）366頁以下〔野村好弘・小賀野
晶一〕。
６） 荒秀「判批」民商84巻4号552頁，室井啓司・
山野目章夫「判批」ジュリ968号120頁，関哲
夫「判批」別冊ジュリ103号30頁。
７） 安藤・NBL436号17・18頁。甲斐・判評377号は，
実務上，接境建築が許されてしまうことから，
隣地所有者による民事的な手続きを保証すべ
きである，という。
８） 両説の主張と根拠について，詳しくは，安藤・
NBL436号14頁を参照。
９） 好美「建築基準法と相隣関係」284頁，関哲夫
『建築基準法の基本問題』（ぎょうせい，1989
年）75頁，山口和夫「都市における宅地利用
の相隣関係（2）」判時469号9頁，荒秀「判批」
判タ390号43頁など。本判決の評釈では，甲斐・
判評377号39頁，岩城・ひろば43巻2号40頁。
10） 甲斐・判評377号39頁。
11） 荒秀・判タ390号43頁を参照。
12） 東孝行「民法と建築基準法」司研論集59巻1号
（創立30周年記念特集号）69頁，広中俊雄『物
権法［第2版増補］』（青林書院，1987年）391頁，
我妻榮著・有泉通補訂『新訂 物権法』（岩波
書店，1983年）296頁，石田喜久夫・田中克志
「判批」判タ310号95頁など。本判決の評釈では，
安藤・NBL436号19頁，原田・判タ722号57頁，
滝沢・法教別冊付録113号19頁。
13） 甲斐・判評377号39頁。
14） 公法・私法峻別論に対しての批判は，好美「建
築基準法と相隣関係」286・287頁を参照。そ
の他，たとえば，建基法56条の2は，日影に
よる中高層建築物の高さ制限を規定しており，
相隣土地所有者間の権利関係の調整を目的と
した，私法的な目的・機能をもつものである。
15） 長谷川・ジュリ961号221頁など。
16） 好美「建築基準法と相隣関係」287頁。
17） 尾浪正雄「判批（建物一部収去請求事件─建
築基準法65条と民法234条との関係）」日本法
学31巻3号157頁。
18） 荒秀「判批」判タ390号42頁。
19） 青野博之「判批」法時59巻8号102頁，吉岡幹
夫「判批」法経論集59号103頁。
20） 石田・田中・判タ310号95頁，関哲夫「判批」
地方自治職員研修15巻9号66頁。
21） 判例検索データベースから，原本を確認でき
なかったので，ジュリ672号3頁によった。
22） 足立清人・竹田恒規・篠田優「奥尻町青苗地
区の復旧・復興過程，特に高台移転と土地整
備の調査と研究：行政法およぼ民法の観点か
ら（1）」北星論集56巻2号55頁を参照。
23） 概要は，糸魚川市HP（URL：http://www.
city.itoigawa.lg.jp/）（2017年5月8日現在）を
参照。
24） 「ニュースの真相“裸の木造”と飛び火 糸魚川
の大火を助長か」日経ホームビルダー212号
13・14頁，小林恭一「もう少し知りたい防火
法令の基礎知識（10回）糸魚川の火災と市街
地延焼火災帽子対策」月刊フェスク425号23・
24頁。
